
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 3,247 ▲ 5,090 ▲ 3,072 -

2,410

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　沖縄県が実施する公立学校の校舎、屋内運動場の新増築や、改築、補強の施設整備が円滑に進むよう、沖縄県からの要望を踏まえて必要な予算を確保し、国庫負担及び経費
の交付を行う。

実施方法 負担、交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 5,254 5,900 5,901

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

7,205 6,153 7,018 8,072 4,440

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 7,996 7,996 5,000 5,000 4,440

2,456 3,247 5,090

【負担（算定）割合】
公立学校施設整備費負担金：新築、増築事業等　8.5/10
学校施設環境改善交付金：改築、補強事業　7.5/10、2/3、1/2

昭和47年度 事業終了
（予定）年度

終了予定なし 担当課室

3,072 -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 府 22 0074

内閣府

政策 ９．沖縄政策

事業の目的
（5行程度以内）

　沖縄県は、合計特殊出生率が全国で最も高く、人口も増加しているため、教室の不足が発生しないよう整備が必要である。また、一年を通して高温多湿であること、台風常襲地帯
であるという気象的条件や、海岸が近いことなどから、本土に比べて塩害等の被害が大きい地理的条件により学校施設の老朽化が著しい。さらに、耐震性の無い建物が依然として
残っている。
　国が果たすべき責務である義務教育をはじめとする教育の機会均等と水準の維持向上を図る観点から、「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律」等に基づき、
公立学校施設整備に要する経費の一部を国が負担・交付することにより、学校教育の円滑な実施を確保する。

総務課事業振興室 室長　占部　亮

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律第３条、第12
条
沖縄振興特別措置法第94条
沖縄振興特別措置法施行令第32条

関係する
計画、通知等

第３期教育振興基本計画（平成30年６月15日閣議決定）
沖縄振興基本方針（令和４年５月10日内閣総理大臣決定）
沖縄振興計画（令和４年５月沖縄県知事決定）

事業名 公立文教施設整備に必要な経費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度

施策 ９．沖縄振興に関する施策の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 文教施設費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www8.cao.go.jp/hyouka/r4bunseki/r4bunseki-5.pdf

事業概要URL
-

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 5,000

2,359

118%

執行率（％）
=(G)/(F)

73% 96% 84%

沖縄教育振興事業費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
66%

主な増減理由（・要望額・予備費）

74%

令和6年度要求

(目) 2,590

(目)

2,081

公立学校施設整備費負担金

学校施設環境改善交付金

その他

4,440

　沖縄県は、公立学校の整備率が全国平均を下回っている一方、合計特殊出生率は全国で最も高く、人口も増加しているため、教室の不足が発生しないよう整備が必要である。
　また、一年を通して高温多湿であること、台風常襲地帯であるという気象的条件や、海岸が近いことなどから、本土に比べて塩害等の被害が大きい地理的条件により学校施設の
老朽化が著しく、さらに、耐震化率が全国で２番目に低いことから、施設環境を改善する必要がある。

令和6年度要求

-

-

-



目標年度における効果測定に関する評価（令和7年度実施)

-
点検結果

概算要求にあたっては、事業の必要性や方向性について沖縄県と打ち合わせを行うほか、
事業の執行状況等の把握のため、現地視察や担当者からのヒアリングを随時行っている。
また、予算の執行については移替先の文部科学省において、補助金等に係る予算執行の
適正化に関する法律に基づき、毎年度沖縄県より事業実施の報告を受け、内容を確認の
上、交付額の確定を行っている。

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

アクティビティである沖縄県の市町村等が実施する公立学校の施設整備（新築又は増築及び改築）に係る経費への負担・交付が、最終目標である公立学校施設
の耐震化率の向上に直接結びつくため。

1943 66

成果実績

76

地方公共団体が行う公立学校施設の整備に要する経費の一部を負担又は交付することにより、施設整備の実施を推進し、沖縄県の公立学校施設の耐震化率等
の向上が図られるため。

-

成果目標である公立学校施設の耐震化率は、目標最終年度（令和６年度）の目標値98.2％に対して令和４年度の達成率が99.7％となり、概ね目標を達成した。今
後は、早期に耐震化率が100％となるよう、引き続き事業実施省庁と連携し、進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映していく。

99.7％

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

43

98.6

6 年度

早期に公立の義務教育諸学校等の施
設の耐震化を完了させる。

公立学校施設の耐震化率（耐
震化率＝耐震性のある棟数/
全棟数）

達成度

単位 令和2年度

97.5

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

公立学校の施設整備を実施する。 施設整備実施事業数
活動実績 件 58

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

73

活動目標 活動指標

44

改善の
方向性

事業所管部局による点検・改善

公立学校施設整備費負担金：公立の義務教育諸学校等の建物の新築又は増築に要する経費についてその一部を負担する。
学校施設環境改善交付金：地方公共団体に対し、公立の義務教育諸学校等施設に係る改築等の事業の実施に要する経費の一部を交付する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

新・沖縄21世紀ビジョン実施計画（前期）
公立学校施設の耐震改修状況フォローアップ調査（文部科学省）

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

98.2

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 95.7 96.8 97.9

目標値 ％ 98.2 98.2 98.2



-

引き続き事業実施省庁と連携して、事業の進捗状況を的確に把握しながら、有効性、効率性及び成果実績について、より一層の検証に努めるべき。また、繰越額
が大きくなりつつあるため、その要因を分析した上、効率的な予算執行に努めるべき。

外部有識者の所見

点検対象外

0072

2021 府

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0066

-

-

令和2年度 内閣府 0065

0076

令和4年度 2022 府 21

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 ００５４

平成29年度 ００５７

令和3年度

平成27年度

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 ００９５

平成25年度 ００５８

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き事業実施省庁と連携して、事業の進捗状況を的確に把握しながら、有効性、効率性及び成果実績について、より一層の検証に努める。また、前年度から
繰越された予算も含め、効率的な予算執行に努める。

現状通り

現状通り

００６１

平成30年度 ００６０

平成23年度 ００９７

平成26年度 ００５５

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 488 計

施設整備費 学校施設整備事業の実施 488

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 5,901 計 2,523

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設整備費 学校施設整備事業の実施 5,901 施設整備費 学校施設整備事業の実施 2,523

内閣府

5,901百万円

予算の移替

文部科学省

5,901百万円

【沖縄教育振興事業費】

公立学校施設整備費負担金

学校施設環境改善交付金

交付決定

【補助金等交付】

A.沖縄県

5,901百万円

【補助金等交付】

B.沖縄県＋10市町村

5,901百万円

【契約】

C.民間会社( 120団体 )

5,901百万円

〔建築費として支出〕

学校施設整備事業の実施



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

98.2％ -

15 98.2％ -

10 -
機械設備工事（古堅南小・校
舎）

273
指名競争契約
（最低価格）

7

9 -
電気工事（（仮称）豊崎中・校
舎）

319
指名競争契約
（最低価格）

-

8 -
機械工事（（仮称）豊崎中・校
舎）

321
指名競争契約
（最低価格）

16 95.8％ -有限会社大皓設備・他１者JV

南部電工株式会社・他１者JV

三建設備株式会社・山城設備　
JV

98.1％ -

7 4120001077476
仮設校舎設置工事・解体工事
（馬天小・校舎）

249
指名競争契約
（最低価格）

3 85.9％

45 90％ -

6 - 建築工事（古堅南小・校舎） 664
指名競争契約
（最低価格）

7

5 -
建築工事（馬天小・校舎2工
区）

722
指名競争契約
（最低価格）

有限会社大地建設・㈱共立実
業・株式会社リフテックJV

有限会社AU企画・有限会社
サンオキ　JV

大和リース株式会社

-

4 -
建築工事（馬天小・校舎1工
区）

839
指名競争契約
（最低価格）

45 90％ -

96.4％ -

3 -
建築工事（古堅南小学校・校
舎）

1,474
指名競争契約
（最低価格）

7 97.8％
株式会社沖秀建設・株式会社
大米工業　JV

株式会社照屋土建・㈱第一建
設・有限会社大盛設備JV

6 96.6％ -

2 -
建築工事（（仮称）豊崎中・屋
体）

1,724
指名競争契約
（最低価格）

6

1 -
建築工事(（仮称）豊崎中・校
舎)

2,418
指名競争契約
（最低価格）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社屋部土建・他２者JV

株式会社南成建設・他２者JV

-

95％ -

10
尚平工業・日向工業・尚栄化
工JV

-
若狭小校舎等の改築に係る
空調設備工事

41
一般競争契約
（最低価格）

9 94.1％

10 97.9％ -

9
総合計画設計・ハルス建築環
境設計JV

-
天妃小学校校舎等の改築に
係る監理・実施設計業務委託

50
指名競争契約
（最低価格）

20

8 アート設計・向現設備設計JV -
与儀小学校校舎等の改築に
係る監理・実施設計業務委託

52
指名競争契約
（最低価格）

-

7 現代設計・設備研究所JV -
識名小学校校舎等の改築に
係る監理・実施設計業務委託

55
指名競争契約
（最低価格）

10 97.5％ -

95％ -

6 株式会社寿開発 1360001012040
若狭小学校校舎等の解体工
事

63
一般競争契約
（最低価格）

17 94.9％

6 96.2％ -

5 有限会社久工務店 8360002003610
若狭小学校校舎等の解体工
事等

113
一般競争契約
（最低価格）

11

4
南成建設・米元建設工業・玉
新建設JV

-
天妃小校舎等の改築に係る
建築工事

405
一般競争契約
（最低価格）

-

3
高橋土建・辰雄建設・ホーム
21JV

-
識名小校舎等の改築に係る
建築・解体工事

417
一般競争契約
（最低価格）

7 95.8％ -

95.8％ -

2 先嶋建設・古波蔵組JV -
若狭小校舎等の改築に係る
建築工事

471
一般競争契約
（最低価格）

9 95.8％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
金秀建設・平川建設・沖縄
ピーシーJV

-
与儀小校舎等の改築に係る
建築・解体工事

488
一般競争契約
（最低価格）

7

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 南風原町 4000020473502 学校施設整備事業の実施 32 補助金等交付 - - -

- -

9 沖縄県 1000020470007 学校施設整備事業の実施 123 補助金等交付 - -

- - -

8 南城市 3000020472158 学校施設整備事業の実施 127 補助金等交付 -

7 浦添市 1000020472085 学校施設整備事業の実施 195 補助金等交付

-

6 石垣市 1000020472077 学校施設整備事業の実施 206 補助金等交付 - - -

- -

5 豊見城市 5000020472123 学校施設整備事業の実施 223 補助金等交付 - -

- - -

4 読谷村 7000020473243 学校施設整備事業の実施 534 補助金等交付 -

3 伊是名村 5000020473600 学校施設整備事業の実施 573 補助金等交付

-

2 うるま市 5000020472131 学校施設整備事業の実施 1,346 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 那覇市 3000020472018 学校施設整備事業の実施 2,523 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 沖縄県 1000020470007 学校施設整備事業の実施 5,901 補助金等交付 - - ー

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


